
インドネシアにおける

日本企業の進出経緯
と今後の予測

1Youtube Web Seminar

https://www.youtube.com/watch?v=J9E5xENHXSY


自己紹介
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1975/4～1981/6 ヤマハ㈱入社 インドネシア工場立上支援分野配属

1981/6～1987/3 インドネシア工場生産課長 電子鍵盤楽器の組立生産

1987/3～1995/7 インドネシア工場長 電子楽器、ピアノ、ギターの輸出拠点化

1995/7～2005/3 帰国、インドネシアを普及品の生産拠点化するプロジェクト

2005/3～現在 ヤマハ退職、インドネシア進出サポートコンサルタントvsして独立

  インドネシア語翻訳通訳

静岡大学客員教授、専修大学客員講師

独立行政法人日本貿易振興機構(JETRO)専門家

独立行政法人 中小企業基盤整備機構アドバイザー

一般社団法人海外事業支援センター(OBAC)アドバイザー

一般財団法人海外産業人材育成協会（AOTS）講師

一般社団法人日本インドネシアビジネス協会(ABJI)理事

などを経歴し、これまでのインドネシア進出支援企業数は約100社
インドネシアと
の関わりも52年
になりました



セミナー要旨
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• 1945年にインドネシア共和国が独立建国して以降、日本企業は時々
の政権の下、そして日本の国内事情ならびに国際情勢の中で、インド
ネシアにおける事業を展開して来ました。

• 自身の50年にわたる現場での経験を基に、これまでの日本企業のイ
ンドネシアへの進出経緯を振り返り、今後の日本企業の進む道を推測
してみたいと思います。

• 内容は私個人の知見の範囲内で、普遍的なものではありませんが、イ
ンドネシアでの事業に関わる日本人の皆様のために、少しでもお役に
立てれば幸いです。



目次
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1. スカルノ政権時代:1945年-1965年

2. スハルト政権時代:1968年-1998年

3. 短命政権時代:1998年-2004年

4. ユドヨノ政権時代:2004年-2014年

5. ジョコウィ政権時代:2014-年2024年

6. プラボウォ政権時代:2024年-2034年（？）

7. 日本企業の今後の進む道



1. スカルノ政権時代:1945年-1965年
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 社会主義国家
1945年にオランダから独立を宣言したスカルノ初代大統領は、1965年9月30日のインドネシア共産党
によるクーデター事件が失敗して失脚するまでの20年間、当時のソビエト連邦および中国との結び付
きを強め、次第にインドネシア共和国を社会主義国家に導いて行ったと思われます。

 戦争賠償金
日本はインドネシアに対して戦争賠償金として、色々な形で総額803億880万円（当時の額で2億
2,308万ドル）を支払いましたが、その活用に当たっては日本企業が請け負って、例えばホテルインド
ネシアやサリナデパートの建設等に従事しました。

 人脈を通じての事業活動
この時代は、戦前からの繋がりを持つ人脈を通じての事業活動が多く、独立戦争に加担した残留日
本兵やデビ夫人なども、インドネシア政府と日本の商社や建設業との商取引に活躍したようです。

 激動の時代の幕開け
1965年前後は、アジアにおいては中国の文化大革命の開始、インドシナ地域での共産主義化、そし

てシンガポールのイギリスからの独立など、大東亜戦争の後の激動の時代の幕開けで、日本におけ
るインドネシアについての関心は、優先度が低かったように思えます。

 東西冷戦
しかし、当時の国際情勢は1962年のキューバ危機に見られるように、東西冷戦が激しくなりつつあり、
冒頭に述べた1965年のインドネシア共産党のクーデター事件も、その大きな流れの中の一つであっ
たと言えるでしょう。

 高度経済成長
そして日本はこの当時、高度経済成長時代に差し掛かり、民間企業の海外への進出や投資も始まり
ます。



2. スハルト政権時代:1968年-1998年
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 軍事独裁政権
1965年に失脚したスカルノ大統領の政権を、1968年に正式に受け継いだスハルト大統領は、出身母
体であるインドネシア国軍の力を背景に、30年間にわたる長期の軍事独裁政権を展開しました。

 開発の父
しかし後に“開発の父”と称されるように、前政権の社会主義から、資本の自由化による経済開発に
舵を切り換え、海外からの資本導入を積極的に進めました。

 日本企業の独占時代
このスハルト政権の方針に合せ、色々な産業分野の大手日本企業が、現地法人や支店を開設し、豊
富な資源の開発事業や、今後成長するであろう国内市場むけの事業に進出した結果、奇しくもこの
時代は日本ブランドがインドネシア国内を席捲したような感じで、その反動から1974年にはジャカルタ
中心部で反日デモが起きたくらいでした。

 未熟な裾野産業
この時代にインドネシアに進出した製造業が一番苦労したことは、事業展開に必要な人・物・金を、現
地で調達することだったでしょう。その結果、経営者や技術者は日本人駐在員が必然となり、多くの
部材は日本からの輸入に頼り、事業資金も本社に依存するのが当たり前のようでした。そのため、高
コストでの事業運営となり、国内市場への浸透も時間が必要とされました。

 忍び寄る中国の影響
1965年のインドネシア共産党クーデターを支援したとして、国交断絶状態にあった中国とはその後は

国交を回復し、禁止されていた中国語での教育や報道も自由になり、世界の工場となりつつある中
国の影響力は、華僑を通じて徐々に浸透を始めた時代でもあります。



3. 短命政権時代:1998年-2004年
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 アジア金融危機
1997年に起きたアジア金融危機の影響で、インドネシアは急激な物価高騰で国民生活が困窮し、各
地でデモが勃発しましたが、1998年5月のジャカルタでのデモを先導していた学生数名が、国軍の特

殊部隊に射殺される事件は、ジャカルタ大暴動へと発展し、最終的にスハルト政権の崩壊へと繋がり
ました。

 短命政権
その後は、当時の副大統領であったハビビ氏が大統領に就任しましたが続かず、宗教指導者のワ
ヒッド大統領、スカルノ元大統領の長女メガワティ大統領と言う具合に、短命政権が続きました。

 民主化の始まり
この間は政治的には混乱していましたが、方向性としては軍事独裁を破棄し、民主化に向かっており、
アジア金融危機で大きく低下した経済も、短期間で回復の兆しを見せ、インドネシア経済の底力を証
明した形となりました。

 国民による直接選挙
政治の混乱期を経て、2004年には国民の直接選挙による、大統領選挙、国民議会選挙、地方政府
首長選挙、そして地方議会選挙が始まり、大統領の最大2期制度を含め、これらは5年毎に繰り返し
去られることになりました。

 日本かの直接投資
この間も日本からの直接投資は、インドネシア国内市場向けの事業だけでなく、輸出拠点としての事
業目的で、着実に増え続けていました。



4. ユドヨノ政権時代:2004年-2014年
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 民主化に対する期待
2004年に国民の直接選挙により選ばれたユドヨノ大統領は、国軍出身ながらもその温厚な人物によ
り、インドネシア共和国の真の民主化の定着を、国の内外から期待されました。

 自動車生産台数の急増
基幹産業とも言える自動車の年間生産台数は、この政権期間中に30万台から100万台に急増したの
は、民主化だけでなく高度経済成長に向かっていることを示しました。

 日系製造業の進出が急増
自動車生産の急増に併せ、インドネシア政府からの現地調達率あるいは現地生産向上の圧力もあり、
自動車関連の中小企業の進出も急増し、毎日のように新規進出案件が報じられました。

 ジャカルタから脱出
この頃からジャカルタ北部の地盤沈下が大きく問題視され始め、この地域に古くからある自動車関連
の工場は、東隣の西ジャワ州の工業団地に移転する動きが始まりました。

 家電産業の敗退
2000年頃までは、自動車産業だけでなく、家電産業も日本ブラントが支配的でしたが、この頃には韓
国そして中国のブランドにその地位を奪われていました。

 労働組合運動の拡大
民主化に合わせ、スハルト政権下では抑圧されて来た労働組合運動は活発になり、最低賃金値上
げも10％を超えることが当たり前のようになって来た時代でした。



5. ジョコウィ政権時代:2014-年2024年
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 初めての庶民出身大統領
ジョコウィドド氏、通称ジョコウィは、中部ジャワのソロ市内で、叔父から受け継いだ家具の製造販売
会社を営んでいた人物で、ソロ市長から首都ジャカルタ州知事を経て、 庶民による草の根支援で
2014年に大統領に選ばれた時はまだ53歳の若さで、民主主義のシンボルと持て囃されました。

 親中路線政治に傾く
ソロ市長からジャカルタ州知事、そして大統領へと引き上げた支持基盤は、スカルノ初代大統領の長
女で、第6代大統領も務めたメガワティ氏が党首である、インドネシア闘争民主党で、その影響下もあ
り次第に親中路線政治に舵を切り始めました。

 中国の一帯一路の傘下
親中路線を明確にしたのが2015年に、落札直前で日本から中国に突然変更された、ジャカルタ-バン
ドン間の高速鉄道で、今後は日本ではなく中国を頼りにすると宣言したようなものでした。
新首都建設は中国の資本に大きく依存するため、米国誌TIMEに“New Beijing”と揶揄されました。

インドネシアを電気自動車の世界的な供給拠点にする、と公言して始めた国家プロジェクトは、中国
製電気自動車のダンピング市場になると危惧されています。

 外国投資トップの座を譲る
投資の経由地であるシンガポールを除き、日本は外国直接投資のトップの座を維持して来ましたが、
2019年には中国にその位置を譲り、以降は年々その差が開いて来ています。

 コロナ以降は激減した投資案件
日本国内での長期的な経済の低迷の影響下、コロナ禍でとどめを刺されたような形で、特に製造業
の投資は大きく減りました。



6. プラボウォ政権時代:2024年-2034年(?)
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 4度目の選挙で大統領に当選
1998年のジャカルタ大暴動の責任を取らされる形で一時期海外に亡命していたのですが、帰国後は
4回の大統領選挙に出馬（2回はジョコウィドド氏との対決）し、4度目で当選しました。
スハルト大統領の娘婿として、40歳頃には既に国軍の将軍として、次期大統領の最有力候補とされ
ていたことを考えると、30年近くの時を経て、満を持しての大統領就任だったでしょう。

 外交重視の政治姿勢
中国一辺倒であった前任者とは異なり、G7を始めとする西側諸国だけでなく、BRICS加盟国との関係

を強化するなど、全方位外交を標榜していると見られますが、日本が官民を挙げてインドネシアに投
資することが無い限り、特に日本を意識した政策を取ることは無いでしょう。

 スハルト強権政治の片鱗
30年間続いたスハルト軍事独裁政権の下で政治を学んだと思わせる兆候は時々垣間見られますが、
スハルト政権時代のように日本を特別扱いすることは無いでしょう。

逆に日本政府が主導権を取って、インドネシアとの関係を強化する動きを見せれば、強いリーダー
シップを標榜するプラボウォ大統領として、日本に対して色々な分野で便宜を図ることはあるかもしれ
ませんが、現在の日本政府にそれを期待するのは難しいかもしれません。

 問題山積の国内政局
ジョコウィドド前大統領の長男を副大統領に据えたことで、前政権では与党であった、最大議席を持
つインドネシア闘争民主党が野党に回るとか、前大統領はいつまでも政界から引退する姿勢を見せ
ず、自分の息子達を次期大統領候補に推し出す構えを暗示するとかなど、国内の政局に気を取られ
て、経済問題に失策を重ねることが懸念されます。



7. 日本企業の今後の進む道
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 裾野産業の発達支援
2000年以降の中国が世界の工場として急速に発展したのは、裾野産業の発達が基盤にあったもの
と考えられます。

これに対してインドネシアは、中小零細企業では敷居の高い最低投資額を定めるなど、大規模企業
の進出を優先する政策を取り続けて来ました。

インドネシア政府は国産部品比率制度を定めるなど、サプライチェーン全体の現地化に力を入れ始
めているので、最低投資額の敷居は次第に下げられると期待されます。
その時に必要とされるのが、ものつくり人材を育てられる、日本企業の支援だと考えています。

 AIで言葉の壁を無くす
世界で唯一無二の特徴を持ち非常に難しい日本語を、インドネシア語に翻訳して伝えることは決して
簡単なことではないので、日本人からインドネシア人に対し、本当に伝えたいことの半分も伝わって
いないのが実態であると感じています。

更には、遠慮深いインドネシア人の国民性もあり、分からなくても分からないと言わない習慣も、その
ことに輪をかけていたのではないかと思います。
しかし、AIの発達による翻訳・通訳サービスは、言葉の壁を取り払うことに役立つことは間違いなく、
これによりものつくりなどの日本の文化を伝えることは飛躍的に向上するでしょう。

 グローバルサウスの東の玄関
新世界秩序を形作る要因として注目されているのが、南アジア、アラブ、そしてアフリカの諸国ですが、
それらの東の端に位置するのがインドネシアです。

これらの国々と宗教や近代史において共通点を持つインドネシアを拠点として、これまでは日本にさ
ほど馴染みの少なかった地域での、新市場開拓に乗り出す時代がすぐそこまで来ています。



最新のインドネシア情報はこちらから
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インドネシア進出サポート公式サイト
インドネシア進出準備から撤退までの要点を簡潔にまとめたGoogleトップランキングサ
イトで、毎月1日発行のメルマガのバックナンバーも掲載しています。

インドネシア最新情報ブログ
日本の普通のメディアでは報じられない情報を、独自のコメント付きで紹介しています。

インドネシア進出サポートウエブセミナー
公式サイトに掲載されたセミナースライドを、音声解説付きでYoutube上にアップロード
しており、インドネシア週刊ニュースダイジェストも毎週月曜日に発信しています。

インドネシア進出ハンドブック
インドネシアでの事業展開に必要な知見と手続きを網羅したもので、随時更新されて
います。

愛する二つの祖国である、日本とインドネシアの発展のため、
全てのコンテンツは無料で公開しております

https://www.hmkt.jp/
https://per-inc.com/blog/
https://www.youtube.com/channel/UCXghuRz7zRX5jLOXu75rQjQ
https://www.hmkt.jp/handbook4.2.pdf
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ご清聴ありがとうございました
ここからは質疑応答です
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